
学校サポートチームの構築推進事業 
平成28年度概算要求額

16百万円（新規） 

＜委託事業：都道府県・市区町村（９自治体）＞ 

福祉担当・弁護士・精神科医・警察OB・民生児童委員代表・保護者代表 etc. 

・有識者等によるサポートチームを教育委員会に設置 
・地域の実情に応じた専門家や関係機関との連携によるチーム体制の検討 

保護者や地域からの苦情・要望等に対応するための学校サポートチーム等の構築を支援し、チームとしての 
学校を支援する体制整備のモデル等を全国に発信。 

学校サポートチーム 
体制の構築 

【学校サポートチーム】 

保護者・地域住民 

【学校サポートチームによる対応イメージ】 

①電話相談：経験豊富な校長ＯＢ等が相談を受け、助言 

②専門家助言：相談を受けた案件により、サポートチー
ム内の専門家による助言 

③サポートチーム全員協議による解決策を 
 提示！ 

学校 

相談 

助言・回答 

対応 
苦情 

資料１－３ 


